
 

 

 

 

令和４年４月 11日 

厚生労働省政策統括官（統計・情報政策、労使関係担当） 

 

毎月勤労統計調査（令和４年１月分結果確報）の分析資料等の訂正について 

 

 令和４年４月５日付けで「毎月勤労統計調査（令和４年１月分結果確報）の分析資料等

の誤りについて」において、公表資料の一部に誤りがあることをお知らせしましたが、訂

正を行い、差し替えた資料を掲載しましたので、お知らせいたします。 

 

 

 

【差替えを行った資料】 

 

① 毎月勤労統計調査におけるベンチマーク更新等（令和４年１月分調査）の対応及び影響

について 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-kaisetsu-20220405.pdf 

（※e-Statの同じ資料についても差替え） 

 

 

② 毎月勤労統計調査 令和４年１月分結果確報 

・概況 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2201r/dl/pdf2201r.pdf  

（※e-Statの同じ資料についても差替え） 

 

 毎月勤労統計調査 令和４年２月分結果速報等 

・概況 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2202p/dl/pdf2202p.pdf 

（※e-Statの同じ資料についても差替え） 

 

・報道発表資料 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2202p/dl/houdou2202p.pdf 

 

 

③ e-Statに掲載した以下のファイル 

 ■ 実数原表・実数推計等 

  → 実数原表（2012 年 1月～） → 月次 → 2022年 1月 

 → 「毎勤原表（2022 年 1月分確報・旧サンプル・旧母集団結果）」 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450071&tstat=000001011791 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/maikin-kaisetsu-20220405.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2201r/dl/pdf2201r.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2202p/dl/pdf2202p.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r04/2202p/dl/houdou2202p.pdf
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450071&tstat=000001011791


 

 

 

 

【正誤表】（下線部分は訂正部分） 

① 毎月勤労統計調査におけるベンチマーク更新等（令和４年１月分調査）の対応及び影響

について 

 

該当箇所 19ページ 

正 【令和４年１月分調査結果の対前年同月比】 

 令和４年１月分速報 令和４年１月分確報 

現金給与総額 ０．９％（０．８％） １．１％ 

きまって支給する給与 ０．６％（０．５％） １．１％ 

所定内給与 ０．４％（０．４％） ０．９％ 

所定外給与 ４．４％（３．０％） ４．３％ 

特別に支払われた給与 ７．６％（６．４％） ２．３％ 

実質賃金（現金給与総額） ０．４％（０．２％） ０．５％ 

   

総実労働時間 ０．３％（０．３％） ０．７％ 

所定内労働時間 ０．０％（０．０％） ０．４％ 

所定外労働時間 ３．３％（３．３％） ４．１％ 

 

 

誤 【令和４年１月分調査結果の対前年同月比】 

 令和４年１月分速報 令和４年１月分確報 

現金給与総額 ０．９％（０．８％） １．１％ 

きまって支給する給与 ０．６％（０．５％） １．１％ 

所定内給与 ０．４％（０．４％） ０．９％ 

所定外給与 ４．４％（２．９％） ４．３％ 

特別に支払われた給与 ７．６％（６．３％） ２．３％ 

実質賃金（現金給与総額） ０．４％（０．２％） ０．５％ 

   

総実労働時間 ０．３％（０．３％） ０．７％ 

所定内労働時間 ０．０％（０．１％） ０．４％ 

所定外労働時間 ３．３％（３．３％） ４．１％ 
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正 ○ 令和４年１月の入替え前後の新旧差は＋0.6％（サンプル入替えの影響が＋0.8%）となっているが、

これは、サンプル入替えによるパートタイム労働者比率の低下の影響が大きい。（一般労働者のみでみ

ると、入替え前後の新旧差は＋0.1%） 

 

【きまって支給する給与の入替え前後の新旧差】 

方式  

新<入替

え後>

（円） 

旧<入替

え前>

（円） 

新旧差（入替え後－入替え前） 
（参考）パートタイム労働者比率

の新旧差 

 
サンプル

入替え 

ウエイト

更新 
 

サンプル

入替え 

ウエイト

更新 

（略） 

部分

入替

え 

令和４

年１月 
263,571 262,054 

1,517 

(+0.6%) 

2,142 

(+0.8%) 

▲625 

(▲0.2%) 

▲0.39

ポイント 

▲0.55

ポイント 

0.17ポ

イント 

（参考）令和

４年１月の一

般労働者 

340,336 340,013 
323 

(+0.1%) 

649 

(+0.2%) 

▲326 

(▲0.1%) 
 

 

【（参考）現金給与総額の入替え前後の新旧差】 

(略) 

部分

入替

え 

令和４

年１月 
274,822 273,757 

1,065 

(+0.4%) 

1,689 

(+0.6%) 

▲624 

(▲0.2%) 

 

 

誤 ○ 令和４年１月の入替え前後の新旧差は＋0.5％（サンプル入替えの影響が＋0.8%）となっているが、

これは、サンプル入替えによるパートタイム労働者比率の低下の影響が大きい。（一般労働者のみでみ

ると、入替え前後の新旧差は＋0.1%） 

 

【きまって支給する給与の入替え前後の新旧差】 

方式  

新<入替

え後>

（円） 

旧<入替

え前>

（円） 

新旧差（入替え後－入替え前） 
（参考）パートタイム労働者比率

の新旧差 

 
サンプル

入替え 

ウエイト

更新 
 

サンプル

入替え 

ウエイト

更新 

（略） 

部分

入替

え 

令和４

年１月 
263,571 262,186 

1,385 

(+0.5%) 

2,010 

(+0.8%) 

▲625 

(▲0.2%) 

▲0.35

ポイント 

▲0.52

ポイント 

0.17ポ

イント 

（参考）令和

４年１月の一

般労働者 

340,336 340,071 
265 

(+0.1%) 

591 

(+0.2%) 

▲326 

(▲0.1%) 
 

 

【（参考）現金給与総額の入替え前後の新旧差】 

(略) 

部分

入替

え 

令和４

年１月 
274,822 273,883 

939 

(+0.3%) 

1,563 

(+0.6%) 

▲624 

(▲0.2%) 
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正  

 

 

誤  

 

 

  

②　計 一般労働者
パートタイム

労働者
パートタイム
労働者比率 計 一般労働者

パートタイム
労働者

パートタイム
労働者比率

円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

TL 調査産業計 262,054 340,013 95,004 31.82 0.82 0.82 0.21 0.10 0.51

C 鉱業，採石業，砂利採取業 348,900 355,150 94,835 2.40 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00

D 建設業 344,296 358,448 115,459 5.82 0.50 0.04 0.04 0.00 0.00

E 製造業 307,284 337,392 111,955 13.36 -0.32 -0.06 -0.06 0.01 0.00

F 電気・ガス・熱供給・水道業 439,620 453,412 144,801 4.47 0.65 0.01 0.01 0.00 0.00

G 情報通信業 380,718 396,066 118,472 5.53 -0.56 -0.02 0.02 0.00 -0.05

H 運輸業，郵便業 301,223 337,749 116,825 16.53 -0.49 -0.03 -0.01 0.00 -0.02

I 卸売業，小売業 236,051 340,856 95,907 42.79 0.82 0.14 0.03 -0.01 0.12

J 金融業，保険業 360,434 388,638 135,374 11.14 -0.42 -0.01 -0.01 0.01 -0.01

K 不動産業，物品賃貸業 292,059 353,673 99,789 24.27 3.46 0.06 0.03 0.00 0.03

L 学術研究，専門・技術サービス業 368,175 399,135 123,799 11.24 0.68 0.03 0.02 0.00 0.01

M 宿泊業，飲食サービス業 116,303 269,672 71,675 77.46 4.47 0.19 -0.01 0.01 0.19

N 生活関連サービス業，娯楽業 191,797 280,136 93,196 47.26 1.45 0.03 0.00 -0.01 0.04

O 教育，学習支援業 280,842 396,633 84,942 37.15 3.18 0.23 0.05 0.03 0.16

P 医療，福祉 250,542 323,094 111,551 34.30 0.89 0.13 0.07 0.02 0.04

Q 複合サービス事業 294,777 328,295 136,444 17.47 -0.21 0.00 0.00 0.00 -0.01

R サービス業（他に分類されないもの） 227,241 279,415 100,592 29.18 1.37 0.10 0.04 0.04 0.02

寄与度分解
産業

旧（入替え前） 新旧
ギャップ

①／②－１

（略）

②　計 一般労働者
パートタイム

労働者
パートタイム
労働者比率 計 一般労働者

パートタイム
労働者

パートタイム
労働者比率

円 円 円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

TL 調査産業計 262,186 340,071 95,036 31.79 0.77 0.77 0.18 0.10 0.48

C 鉱業，採石業，砂利採取業 348,900 355,150 94,835 2.40 0.05 0.00 0.00 0.00 0.00

D 建設業 344,296 358,448 115,459 5.82 0.50 0.04 0.04 0.00 0.00

E 製造業 307,318 337,429 111,963 13.35 -0.33 -0.06 -0.07 0.01 0.00

F 電気・ガス・熱供給・水道業 439,620 453,412 144,801 4.47 0.65 0.01 0.01 0.00 0.00

G 情報通信業 380,718 396,066 118,472 5.53 -0.56 -0.02 0.02 0.00 -0.05

H 運輸業，郵便業 301,223 337,749 116,825 16.53 -0.49 -0.03 -0.01 0.00 -0.02

I 卸売業，小売業 236,066 340,863 95,932 42.79 0.82 0.14 0.03 -0.01 0.12

J 金融業，保険業 360,434 388,638 135,374 11.14 -0.42 -0.01 -0.01 0.01 -0.01

K 不動産業，物品賃貸業 292,059 353,673 99,789 24.27 3.46 0.06 0.03 0.00 0.03

L 学術研究，専門・技術サービス業 368,175 399,135 123,799 11.24 0.68 0.03 0.02 0.00 0.01

M 宿泊業，飲食サービス業 117,540 272,068 71,692 77.12 3.38 0.15 -0.03 0.01 0.17

N 生活関連サービス業，娯楽業 191,797 280,136 93,196 47.26 1.45 0.03 0.00 -0.01 0.04

O 教育，学習支援業 280,842 396,633 84,942 37.15 3.18 0.23 0.05 0.03 0.16

P 医療，福祉 250,542 323,094 111,551 34.30 0.89 0.13 0.07 0.02 0.04

Q 複合サービス事業 294,777 328,295 136,444 17.47 -0.21 0.00 0.00 0.00 -0.01

R サービス業（他に分類されないもの） 227,298 279,490 100,552 29.17 1.34 0.10 0.04 0.04 0.02

寄与度分解
産業

旧（入替え前） 新旧
ギャップ

①／②－１

（略）
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正 ■きまって支給する給与のギャップ             ■集計対象事業所数（新サンプル） 

   

■現金給与総額のギャップ 

 

 

誤 ■きまって支給する給与のギャップ             ■集計対象事業所数（新サンプル） 

   

■現金給与総額のギャップ 
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 （ページ中のグラフに訂正があるが、正誤情報は省略） 

旧サンプルでない

25,085 2,666（10.6％）

500人以上 3,669 208（ 5.7％）

100～499人 3,004 1,016（33.8％）

30～99人 4,243 1,436（33.8％）

５～29人 14,169 6（ 0.0％）

事業所規模
集計対象事業所数

５人以上

旧サンプルでない

25,085 2,657（10.6％）

500人以上 3,669 201（ 5.5％）

100～499人 3,004 1,016（33.8％）

30～99人 4,243 1,434（33.8％）

５～29人 14,169 6（ 0.0％）

事業所規模
集計対象事業所数

５人以上

275,446 273,883 1,563（＋0.6％）

500人以上 385,234 385,822 ▲588（▲0.2％）

100～499人 309,566 306,732 2,834（＋0.9％）

30～99人 269,672 264,969 4,703（＋1.8％）

５～29人 228,729 228,723 6（＋0.0％）

５人以上

事業所規模
新

（入替え後）
旧

（入替え前）
新旧差

（入替え後－入替え前）



 

 

 

 

② 毎月勤労統計調査 令和４年１月分結果確報・令和４年２月分結果速報等 

・概況 

該当箇所 正 誤 

1月分結果確報

は 16ページ 

2月分結果速報

等は 18ページ 

利用上の注意

の 9)の下の※ 

※ １月は 30 人以上規模の事業所について入替

え前後の両方の事業所を調べており、令和４年

１月に標本の部分入替え、ベンチマーク更新等

を行った際の新旧事業所の結果を比較したと

ころ、現金給与総額では 1,065 円（+0.4％）、

きまって支給する給与では 1,517円（+0.6％）

の断層が生じている。 

※ １月は 30 人以上規模の事業所について入替

え前後の両方の事業所を調べており、令和４年

１月に標本の部分入替え、ベンチマーク更新等

を行った際の新旧事業所の結果を比較したと

ころ、現金給与総額では 939 円（+0.3％）、き

まって支給する給与では 1,385円（+0.5％）の

断層が生じている。 

 

 毎月勤労統計調査 令和４年２月分結果速報等 

・報道発表資料 

該当箇所 正 誤 

欄外の※１ ※１ 令和４年１月に調査対象事業所の部分入替

え、ベンチマーク更新等を行いました。１月に

おいて入替え等を行う前後の新旧の結果を比

較したところ、現金給与総額では 1,065 円

（+0.4％）、きまって支給する給与では 1,517

円（+0.6％）の断層が生じています。 

また、あわせて、指数については令和２年平

均を 100 とするよう改訂しており、実質賃金

の前年同月比等も遡及して改訂しています。 

※１ 令和４年１月に調査対象事業所の部分入替

え、ベンチマーク更新等を行いました。１月に

おいて入替え等を行う前後の新旧の結果を比

較したところ、現金給与総額では 939 円

（+0.3％）、きまって支給する給与では 1,385

円（+0.5％）の断層が生じています。 

また、あわせて、指数については令和２年平

均を 100 とするよう改訂しており、実質賃金

の前年同月比等も遡及して改訂しています。 

 

③ e-Statに掲載した結果原表については、以下の産業分類の表の数値を訂正しています。

（該当する産業分類の表全体が訂正されるため、正誤表は省略します。） 
 

TL 調査産業計 

E 製造業 

I 卸売業，小売業 

M 宿泊業，飲食サービス業 

R サービス業（他に分類されないもの） 

E-2 素材関連製造業 

E16,17 化学工業、石油製品・石炭製品製造業 

I-1 卸売業 

I-2 小売業 

M76 飲食店 

R91 職業紹介・労働者派遣業 

R92 その他の事業サービス業 

R912 労働者派遣業 

R922 建物サービス業 

 


